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受注者用調査票の解説 

 

■共通費実態調査にあたって 

本調査は、受注者による営繕工事の実施状況を費用の面から把握することにより、営繕工事における

工事費積算に用いる「公共建築工事共通費積算基準」のより一層の適正化をはかるため実施するもので

す。 

調査は、共通仮設費及び現場管理費の実態を調査するもので、調査の分析結果を基に「公共建築工事

共通費積算基準」妥当性の確認又は改定を行うこととしております。 

入力していただいた調査票は、調査の目的以外には使用することはありません。 

 

■使用する調査票について 

・新築又は増築工事・・・新営工事用 

・改修工事・・・・・・・改修工事用 

※新築又は増築工事に既存棟の改修が含まれる場合、新営（新築）工事用の調査票に入力お願いしま

す。 

※新築、増築、改修工事にとりこわし工事が含まれている場合は、主体となる工事の調査票をご使用く

ださい。 

 

 

■入力時の注意事項 

・契約額と入力金額の合計が一致するように入力お願いします。  

・当該工事の共通仮設費及び現場管理費の実態額を入力お願いします。  

・保険料等で他工事も含めて契約している費用については、当該工事分を案分計上してください。  

・赤字工事となり、会社が費用を補填した場合は、一般管理費等をマイナス計上してください。  

 

※調査要領をご確認いただき、本解説及び入力例も参考に調査票の記入をお願いいたします。 

  



2 

◆受注者入力用の調査票 
受注者入力用の調査票の種類及びファイル形式は、エクセルを用いて建築工事系と設備工事系、更に

新営（新築）工事用と改修工事用に分類した４種類のファイルで作成しています。 

入力に先立ち、シート名「調査について」に本アンケート調査の目的や入力要領等が記載されていま

すのでご確認願います。 

主たる工事が建築の新築工事、増築工事の場合は、ファイル名「共通費実態調査票（受注者：新営建

築）」に、改修工事の場合は、ファイル名「共通費実態調査票（受注者：改修建築）」に入力してくださ

い。 

主たる工事が電気設備工事、機械設備工事及び昇降機設備（エレベーター）工事の新築工事及び増築

工事の場合は、ファイル名「共通費実態調査票（受注者：新営設備）」に、改修工事の場合は、ファイ

ル名「共通費実態調査票（受注者：改修設備）」に入力しますが、シート名「調査票」の１行目Ｄ列か

らＩ列間において工事の工種（電気設備工事、機械設備工事及び昇降機設備の別）をプルダウンメニュ

ーから選択してください。選択することにより選択した工種専用の調査項目になります。 

 

 

 

 

 

 

共通費実態調査の入力は、シート名「調査票」「別表」「完成工事原価報告書」とありますが、本説明

では「調査票」から始めます。データは「水色に着色されたセル」（全てのシート共通）に入力しま

す。入力すると着色部分が無色に変化しますので、入力項目に該当するデータが無い場合は「0」を入

力し水色に着色されたセルがなくなるよう入力をしてください。 

「調査票」の右側に<記入上の注意>を記載していますので、よく読んで入力をしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シート名：調査票

シート名：調査票 
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入力した情報の間に不整合がなく入力が完了し場合等は、調査票の３行目Ｎ列及び建築は 393 行目Ｎ

列、設備は 400 行目Ｎ列のメッセージが変化しますのでご確認願います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）０１ 工事全般に関する事項 

1. 御社の情報に関する事項 

① 受注者名   ： 契約書記載の御社の社名を入力します。 

② 御社の資本金 ： 当初契約時の資本金額を入力します。なお、共同企業体の場合は代表者の資本

金額とします。 

③ 入力担当者の情報 ： 本調査票に入力した方の所属部署、連絡先及び担当者名を入力します。な

お、事務担当者と技術担当者がそれぞれ入力した場合は、事務・技術担当者と

もに入力します。後日、入力内容について聞き取り調査を行う場合があります

ので連絡先の入力漏れの無いようお願いします。 

 

2. 工事全般に関する事項 

① 工事名称    ： 請負契約書に記載されている工事名称を入力します。なお、工事が分割発注

されている場合は、契約した工事の名称を全て入力します。無い場合は、「追加

or2 期工事」以下に「0」を入力します。 

② 本工事の発注機関の名称 ： 契約書に記載された発注者の機関の名称を入力します。 

③ 工事場所    ： 都道府県名をプルダウンメニューから選択します。また、契約した工事に工

事場所が２か所以上あるかの有無をプルダウンメニューから選択します。 

④ 工期(入力例：2023/6/30)：当初契約工事の着手日と全ての工事が完成した完成検査の日又は最終工

事となった工事の契約書に記載の工期末日を入力します。 

⑤ 工事一時中止  ：工事一時中止の有無を選択します。あった場合は、中止期間の始期及び終期を

入力します。但し「工事の一部一時中止」の場合は「無」とします。この場

合、始期及び終期のセルは無色になります。 

⑥ 最終契約金額  ：当該工事完成時点の契約金額（設計変更を含んだ額で分割発注全ての工事の合

計金額）を入力します。 

シート名：調査票 

（例 1）入力開始時直後 

 

 

（例 2）調査票、別表、完成工事原価報告書のシートの入力完了時点 

 

 

その他のメッセージとして、「調査票Ｇ列 25 行の⑦ 工事原価の額と不一致、一致する様入力内容

の訂正を願います」や「完成工事原価報告書と調査票Ｇ列 25 行の⑦工事原価の額と不一致、一致す

る様入力内容の訂正を願います」がありますので、入力データの確認に活用願います。 
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⑦ 工事原価     ： 全ての工事の完成時の工事原価を入力します。但し、消費税は含みませ

ん。 

⑧ 契約保証費    ： 契約保証の手続きに要した費用を入力します。2 行目は、契約保証費の計上

方法をプルダウンメニューで選択します。 

⑨ 住宅瑕疵担保履行法（新築工事が対象です） ： 住宅等の新築工事において、特定住宅瑕疵担

保責任の履行の確保等に関する法律（住宅瑕疵担保履行法）の対象の有無

をプルダウンメニューで選択します。「無」を選択すると 2～4 行目の入力

か所が無色になります。

「有」の場合は、「資力確保措置の方法」及び「上記金額の計上方法」をそ

れぞれプルダウンメニューで選択し、資力確保措置に要した費用を入力し

ます。

⑨ 現場状況等（改修工事が対象です） ： 改修工事対象施設の建物使用状況、夜間作業及び監理

事務所等について、プルダウンメニューで該当する内容を選択します。設問

は全部で 8項目あります。 

⑩ 建物概要    ： 新築工事の場合は新築した建物情報のみ、改修工事の場合は改修した建物情

報のみについて、それぞれ建物種別及び構造種別をプルダウンメニューから

選択し、延べ面積、地上階数(階)、地下階数を入力します。 

なお、７棟まで建物情報を入力することができますが、７棟ない場合は、入

力した建物情報の「建物種別」直下で「以下なし」を選択してください。以

下の入力箇所が無色に変化します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 工事の施工管理体制等に関する事項 

① 週休２日促進工事 ： 週休２日の実施有無をプルダウンメニューから選択します。「有」を選択した

場合は、現場閉所（現場休息）の状況を選択・入力します。 

② 特別な経費等 ： 

・工事一時中止の有無等：０１⑥工事中止の設問で「有」を選択している場合、中止期間中に発生

した諸費用を入力します。 

・感染予防対策の「有無」を選択と費用：感染拡大防止対策実施の有無をプルダウンメニューで選

択します。「有」を選択した場合、感染拡大防止対策等に要した費用を入力し

７棟ない場合の入力例 
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ます。 

・遠隔地からの労働者確保に関する費用の「有無」を選択と費用：遠隔地からの労働者確保につい

て、実施の有無をプルダウンメニューで選択します。「有」を選択した場合、

労働者を確保するために要した費用を入力します。 

・上記以外で発注者が設計図書で指定した特別な費用の「有無」を選択と費用：発注者が設計図書

で指定した特別な費用の有無をプルダウンメニューで選択します。「有」を選

択した場合、指定された内容に要した費用の総額を入力します。また、指定さ

れた内容を入力します。内容については４項目入力できます。 

特別な経費等の分離の可否を選択：これら「特別な経費等」を「０２、０３及び０４」の各調査項目

に含めずに入力できるかの可否について選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考）工事一時中止の各調査項目入力時の注意点 

シート名：調査票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シート名：別表 

工事一時中止期間中の共通仮設費の各項目の費用
（リース代、光熱費等）は調査項目に費用を計上し
ないでください。その他工事一時中止費用として計
上した費用は当該調査項目に計上しないでくださ
い。 
詳細は発注者へお問い合わせください。 

工事一時中止期間は「0」を入力してください。 
給与等総額にも該当期間の給与は除いて計上してください。 
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（2）０２ 工事原価等に関する事項 

1. 工事原価に関する事項 

① 直接工事費  ： 直接工事費の合計額を入力します。金額は他工種（02 2.①で入札した額）を含

んだ額とします。各種負担金は直接工事費に含みません。 

なお、現場代理人等を除いて、自社社員が直接工事の施工に従事した賃金(法定

福利費等含む。）等も直接工事費に加算して下さい。（別表の注意点参照） 

⑤ 各種負担金  ： 契約した工事の内容に各種負担金が含まれている場合に、各種負担金の合計額

を入力します。 

 

2. 他工種に関する事項 

① 他工種の有無等 ： 契約した工事の内容に他工事が含まれているかをプルダウンメニューで選択

します。 

「有」を選択した場合は、契約の有無、工事種別、最終契約金額（税抜き）、契

約工期等を入力します。また、下請契約した契約金額の内、共通費として計上

された額も可能な範囲で入力します。 

建築工事の他工種は、電気設備工事、機械設備工事及び昇降機設備工事 

電気設備工事では、建築工事、機械設備工事及び昇降機設備工事 

機械設備工事では、建築工事、電気設備工事及び昇降機設備工事 

昇降機設備工事では、建築工事、電気設備工事及び機械設備工事です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.直接工事費に関する事項 

「1. 工事原価に関する事項」の「①直接工事費」のうち、設問にある項目の有無や項目に対する直

接工事費の額等を入力します。 

 

 

 

 

 

 

電気設備工事の場合の入力例 
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（3）０３ 共通仮設費に関する事項 

1. 共通仮設費に関する事項（設備の調査票のナンバーは「2.」です。） 

① 準備費    ： 「準備費」とは、敷地測量、敷地整理、道路占用･使用料等、仮設用借地料、そ

の他の準備に要する費用が対象です。 

「準備費」に該当する各項目の項目ごとに必要とした費用をそれぞれ入力しま

す。 

なお、「-1-1 敷地測量等」は、設計図書（契約）に基づき実施に要した費用「-

1-2 敷地測量等」は、施工に先がけ、現状地形･境界確認等に要した費用をそれ

ぞれ入力します。 

また、「-5-3 その他」に金額を入力した場合は「その他の内容」を入力してくだ

さい。（他の調査項目も同様その他に「0」以外の金額を入力する場合はその内容

を入力してください。） 

※ 項目に該当がない場合は「0」を入力します。（共通仮設費及び現場管理費の全ての項目に共通事項

です。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築工事の場合の入力例 

入力例 
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※ 項目の 1 行目に、入力に関するメッセージが表示されます。例の場合、色の付いたセルがあり未入

力部分があるため「NG」となっています。色の付いたセル（その他の内容）を入力すると、メッセ

ージが消え「OK」表示に変わります。 

本表示機能は、全ての調査項目にあるので、調査項目ごとに「OK」表示になることを確認願います。 

 

0. 共益費に関する事項（設備の調査票のみの項目です。） 

「共益費」は、一つの工事現場で複数の元請負者（分離発注の場合）が存在する場合に発生する項目

で、共通的仮設に関して各者共同で利用･運営した方が効率的と判断された項目について、代表者（一

般的に建築受注者）が設営･運営し、全ての者で費用を負担することになる仕組みの分担した費用及び

項目を入力します。 

また、各者独自に必要な負担項目がある場合も考えられ、その負担項目の有無をプルダウンメニュー

で選択します。「有」を選択した場合は、「2. 共通仮設費に関する事項」の各項目も入力します。な

お、「無」の場合も入力すべき項目があるので色の付いたセルに入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 仮設建物費  ： 「仮設建物費」とは、監理事務所、現場事務所、倉庫、下小屋、宿舎、作業員

施設等で、場内又は場外（借地等）に設置した仮設建物類に係わる費用、仮設

用借地料及び借家料で、付帯設備、備付備品損料（机、椅子、ロッカー等を含

み事務機器は除く）、移転費、借室改造復旧費が対象です。 

「仮設建物費」に該当する各項目の項目ごとに必要とした費用をそれぞれ入力

します。項目により、金額の他、設置面積、設置期間及び設備場合を入力しま

す。 

なお「-1-1 監理事務所」を「-2 現場事務所」ないに設けた場合は、監理事務

所として占有する面積案分により金額を算出します。 

③ 工事施設費  ： 「工事施設費」とは、仮囲い、工事用道路、歩道構台、場内通信設備等の工事

用施設で、場内及び場外（借地も含む）に関わらず入力の対象です。 

「工事施設費」に該当する各項目の項目ごとに必要とした費用をそれぞれ入力

します。 

④ 環境安全費  ： 「環境安全費」とは、安全標識、消火設備等の施設の設置、交通誘導･安全管理

入力例 
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等の要員、隣接地等の養生及び補償復旧並びに台風等災害に備えた災害防止対

策が対象です。 

「環境安全費」に該当する各項目の項目ごとに必要とした費用をそれぞれ入力

します。なお「-3 安全管理･合図等の要員」では、交通誘導員の延べ人数も入

力してください。 

また、「-5-1 災害防止対策」と「-5-2 災害防止対策」の入力対象の違いについ

ては、入力説明の赤文字に留意してください。 

 

 

 

 

 

⑤ 動力用水光熱費 ： 「動力用水光熱費」とは、工事用電気設備及び工事用給排水設備に要する費

用並びに工事用電気･水道料金等が対象です。また、本設受電後の電気使用料や

引き渡しまでに必要とした基本料金等も対象です。なお、以下の留意事項に注

意してください。 

「動力用水光熱費」に該当する各項目の項目ごとに必要とした費用をそれぞれ

入力します。 

⑥ 屋外整理清掃費 ： 「屋外整理清掃」とは、屋外･敷地周辺の後片付け及びこれに伴う発生材処分

並びに端材等の処分及び除雪が対象です。 

「屋外整理清掃費」に該当する各項目の項目ごとに必要とした費用をそれぞれ

入力します。 

 

 

 

 

⑦ 機械器具費  ： 「機械器具費」とは、共通的な工事用機械器具（測量機器、揚重機械器具、雑

機械器具）が対象です。 

なお「-1 揚重機機械器具」では「設置、運用、撤去」に要した費用の総額のほ

か「設置台数(台)」、「設置期間(月)」及び「定格総荷重(ｔ)」の入力もお願い

します。 

 

 

 

 

 

 

 

入力説明文の違い 

 

 

上段が、「-5-1 災害防止対策」の説明で、下段が、「-5-2 災害防止対策」の説明です。 

入力か所にカーソルを当てるとコメントが表示されます。 

⑥屋外整理清掃費記載の留意事項 

 

 

以下の各屋外整理清掃費について入力し、無い場合は金額欄に「0」を入力します。 

注）発注条件に基づく清掃費用がある場合は 54～56 行目に、ｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟとしての清掃活動は、建築は 285～286 行目、設備は 283

～284 行目に入力します。 
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⑧ 情報システム費 ： 「情報システム費」とは、情報共有、遠隔臨場、ＢＩＭ、その他情報通信技

術等のシステム･アプリケーションが対象です。 

情報共有システムや建設キャリアアップシステム（CCUS）等に要した費用を入

力します。 

⑨ その他    ： 「その他」とは、材料及び製品の品質管理試験に要する費用、 (1) ①～ ⑧の

項目に属さない費用が対象です。 

・-1 試験費等(1)：発注者が設計図書で特記された試験等の種類で該当する項目があれば必要とし

た費用を入力します。 

・-2 試験費等(2)：共通仕様書等で指定している試験等について、指定項目ごとに該当する項目が

あれば必要とした費用を入力します。また、実施した試験の種類を記入しま

す。 

・-3 石綿等使用有無の調査：石綿等使用有無について、発注者からの事前調査結果の貸与や設計

図書への明示がない場合の事前調査に要した費用を入力します。 

・-4 現場環境改善費：実施した内容と費用を入力します。発注者が設計図書で指定したものとそ

れ以外に分けて入力します。無い場合は「0」とします。 

・-5 寒冷地保温対策：寒冷地保温対策として、実施した内容及び必要とした費用を、発注者が図

面等で指定とそれ以外に分けて入力します。また、無い場合は「0」としま

す。 

 

 

（4）０４ 現場管理費に関する事項 

 

Ⅰ 現場従業員とは：元請企業の従業員で、「現場代理人」「主任･監理技術者」等のこと 

Ⅱ 現場雇用従業員とは：現場において元請企業が直接雇用する従業員で、工事施工に従事しな

いもののこと 

Ⅲ 現場雇用労働者とは：工事現場の施工に関する補助的作業要員として元請企業が直接雇用す

る労働者のこと 

Ⅳ 現場労働者とは：下請契約（再下請を含む）に基づき現場労働に従事する労働者のこと 

 

1. 現場管理費に関する事項 

① 労務管理費  ： 「労務管理費」とは、現場で働く（Ⅱ～Ⅳ）方の「労務管理」に関する費用が

対象です。 

「労務管理費」に該当する各項目の項目ごとに必要とした費用をそれぞれ入力

します。 

② 租税公課   ： 「租税公課」とは、工事契約書等の印紙代、申請書・謄抄本登記等の証紙代、

固定資産税・自動車税の租税公課、諸官公署手続き費用が対象です。 

「租税公課」に該当する各項目の項目ごとに必要とした費用をそれぞれ入力し

ます。 
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③ 保険料    ： 「保険料」とは、火災保険、建設工事保険、自動車保険、組立保険、賠償責任

保険及びその他の保険料が対象です。なお、火災保険が他の保険に含まれる場

合について、組み込まれた保険の種類をプルダウンメニューで選択します。 

「保険料」に該当する各項目の項目ごとに必要とした費用をそれぞれ入力しま

す。なお、費用区分が難しい場合は、保険期間と保険期間に対する掛け金を基

に、工期による案分比率等を用いて入力してください。 

 

 

 

 

 

④ 従業員給与手当 ： 「従業員給与等」とは、Ⅰ現場従業員、Ⅱ現場雇用従業員及びⅢ現場雇用労

働者の給与、諸手当（交通費、住宅手当等）及び賞与が対象で、外注人件費を

含みます。入力は、別シート「別表」で行うので、ここでは、現場従業員等の

社宅や寮等の維持管理に要する費用を「-3 Ⅰ～Ⅱ厚生施設等」に入力します。

無い場合は「0」とします。なお、「別表」の入力説明は後半にあります。 

⑤ 施工図等作成費 ： 「施工図等作成費」とは、施工図等を外注した場合の費用が対象です。 

「施工図等作成費」に該当する各項目の項目ごとに必要とした費用をそれぞれ

入力します。 

なお、本支店の支援を受けた場合は「⑫-5-1 その他（原価性経費配賦額）」で

入力します。 

⑥ 退職金    ： 「退職金」とは、Ⅰ現場従業員、Ⅱ現場雇用従業員及びⅢ現場雇用労働者の退

職金が対象です。 

「退職金」に該当する各項目の項目ごとに必要とした費用をそれぞれ入力しま

す。 

⑦ 法定福利費  ： 「法定福利費」とは、Ⅰ現場従業員、Ⅱ現場雇用従業員、Ⅲ現場雇用労働者及

びⅣ現場労働者に関する労災保険料、雇用保険料、健康保険料及び厚生年金保

険料の事業主負担額並びに建設業退職金共済制度に基づく事業主負担額が対象

です。 

「法定福利費」に該当する各項目の項目ごとに必要とした費用をそれぞれ入力

します。なお、項目により対象者が異なるので〈記入上の注意〉にある入力説

明を確認願います。 

⑧ 福利厚生費  ： 現場従業員に対する慰安、娯楽、厚生、貸与被服、健康診断、医療、慶弔見舞

等に要する費用が対象です。 

「福利厚生費」に該当する必要とした費用をそれぞれ入力します。 

⑨ 事務用品費  ： 事務用消耗品費、OA機器等の事務用備品費、新聞・図書・雑誌等の購入費、工

事写真代等の費用です。 

「事務用品費」に該当する各項目の項目ごとに必要とした費用をそれぞれ入力

入力例 
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表示されるメッセージ 

「調査票Ｇ列 25 行の⑦ 工事原価の額と不一致、一致する様入力内容の訂正を願います」 

します。 

⑩ 通信交通費  ： 現場従業員及び現場雇用従業員の通信費、旅費及び交通費が対象です。 

「通信交通費」に該当する各項目の項目ごとに必要とした費用をそれぞれ入力

します。 

⑪ 補償費    ： 工事施工に伴って通常発生する騒音、振動、濁水、工事用車両の通行等に対し

て、近隣の第三者に支払われる補償費等が対象です。 

「補償費」に該当する各項目の項目ごとに必要とした費用をそれぞれ入力しま

す。 

⑫ その他    ： 会議費、式典費、工事実績の登録等に要する費用、各種調査に要する費用、そ

の他前記のいずれの項目にも属さない費用が対象です。 

「その他」に該当する各項目の項目ごとに必要とした費用をそれぞれ入力しま

す。 

 

調査票の入力が完了後、入力データを基に自動で工事原価を計算します。この計算結果と⑦工事原価

（25行目）の価格と一致しない場合は、以下のメッセージが表示されますので一致するように修正願い

ます。 

 

 

 

 

4.3 受注者入力用の「別表」 
「別表」の入力対象者は、「Ⅰ 現場従業員」、「Ⅱ 現場雇用従業員」、「Ⅲ 現場雇用労働者」及び「外

注人件費」です。対象者の定義は、「別表」4 行目「※２」にあります。なお、自社社員が、直接工事の

施工に従事した者の賃金(法定福利費等含む。)等は、「別表」には入力せず「調査票」2ページのＣ列

62 行目の直接工事に加算して下さい。 

 

① 現場稼働日数の入力 ： 「調査票」の④ 工期に着手日と完成日が入力されると、現場稼働日数の 

入力範囲のセルが着色されますので、該当月の現場稼働日数を入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 役職名    ： 当現場の従業員（外注人件費含む）等として従事した方の役職名をプルダウン

メニューから選択します。なお、現場代理人（事業所所長）は入力済みです。 

調査票の工期の部分 

 

 

別表の① 現場稼働日数の入力部分 
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表示されるメッセージ 

「完成工事原価報告書と調査票Ｇ列 25 行の⑦工事原価の額と不一致、一致する様入力内容の訂正を

願います」 

表示されるメッセージ 

「本シートの入力が完了しました。アンケート調査にご協力ありがとうございました。」 

③ 年代     ： ②で入力した方の年齢について、年代をプルダウンメニューから選択します。 

④ 勤務     ： ②で入力した方の「常勤」、「非常勤」の別をプルダウンメニューから選択しま

す。 

⑤ 雇用形態   ： ②で入力した方の雇用形態をプルダウンメニューから選択します。 

⑥ 作業内容   ： ②で入力した方の作業内容をプルダウンメニューから選択します。 

⑦ 給与等総額  ： ②で入力した方の給与等総額を入力します。なお、給与等総額には給与の他、

諸手当(交通費、住宅手当、別居手当等)及び賞与（当該工事従事分）を含めた

額になります。また、日給の方は、日給額×総従事日数＝給与等総額として入

力します。月割り計算のため算定式を用いて入力する場合は、以下の要領で入

力してください。 

＝ＲＯＵＮＤ（年間給与等総額÷12×必要月数(工期月数),０） 

入力した額に小数点以下（円未満）が発生すると表の最下段に以下のメッセー

ジが表示されます。発生しないよう上記式を用いてください。 

 

 

 

 

⑧ 月別現場従事日数 ： ②で入力した方の月別現場従事日数を入力します。 

 

 

次に、完成工事原価報告書の入力を行います。 

ここでも、完成工事原価報告書の入力した額と⑦工事原価（25行目）の価格と一致しない場合は、以

下のメッセージが表示されますので一致するように修正願います。 

 

 

 

 

 

以上の入力が完了しましたら、シート名調査票の最下段を確認願います。以下のメッセージが表示さ

れていましたら、調査票の最終行に「本調査の協力に要した時間」についての入力欄があります。ここ

には、「調査票」「別表」「完成工事原価報告書」の入力と工事実施工程表の添付に要した総時間を入力

してください。 

 

 

 

 

 

表示されるメッセージ 


